
藤枝市空き家等対策計画に係る固定資産税の減免に関する事務取扱要綱  

制   定：平成 30 年藤枝市告示第 65 号  

最近改正：令和６年藤枝市告示第 58-5 号  

 （目的）  

第１条 この要綱は、藤枝市の空き家対策施策を推進するため、藤枝市空き家等対

策計画（第２次）（令和３年３月策定。以下「対策計画」という。）に基づき解体

又は除却した空き家の所在した土地の固定資産税の減免に関し、基準等を定める

ことを目的とする。  

 （対象となる固定資産）  

第２条 減免の対象となる固定資産は、藤枝市空き家解体・除却事業費補助金交付

要綱（平成３ ０年藤枝市告示第１ ３ ８号。以下「補助要綱」という。）に基づき解体又

は除却に要する費用の補助（以下「空き家補助金」という。）を受けた空き家（以

下「指定空き家」という。）が所在する土地を含む画地（空き家補助金を受けた

時点で地方税法（昭和２ ５年法律第２ ２ ６号）第３４９条の３の２（以下「住宅特例」

という。）の適用を受けているものをいう。以下「指定空き家所在画地」という。）

とする。  

２ 前項の場合において、指定空き家所在画地内に存在する物置、車庫等の指定空

き家以外の建物又は工作物等を引き続き使用する場合も、指定空き家所在画地全

体を減免の対象とする。  

 （減免となる基準）  

第３条 市長は、指定空き家所在画地の所有者（登記簿に登録された者（当該登録

された者が死亡しているときは、その相続人。）から藤枝市税条例（昭和 ２ ９年藤

枝市条例第１ ４号）第７１条に規定する減免に係る申請書（以下「減免申請書」と

いう。）が提出された場合は、当該指定空き家所在画地の固定資産税を減免する

ことができる。  

２ 前項の規定にかかわらず、減免を受けようとする者が、減免申請書提出時にお

いて、次の各号の一に該当する場合は、前項の規定は適用しない。  

 減免を受けようとする者が、市税等を滞納している場合  

 その他、市長が減免することが適当でないと認めた場合  

 （減免申請書の添付書類）  

第４条 減免申請書を提出する際には、補助要綱に規定する事業実績書の写し及び

補助金交付確定通知書の写しを添付しなければならない。  

 （減免の対象期間）  



第５条 第３条による減免は、空き家補助金の交付確定により認められた指定空き

家の解体又は除却を開始する日の翌年の１月１日を賦課期日とする年度から３

年度分とする。  

 （減免の終了）  

第６条 減免の対象期間内であっても、指定空き家所在画地が次に掲げる場合に該

当したときは、該当した日の翌年１月１日（該当した日が１月１日の場合は該当

した日）以降を基準日として課税される固定資産税に係る減免の対象から除外す

る。この場合において、該当する部分が画地を構成する土地の一部である場合は、

当該該当した土地に限るものとする。  

 指定空き家所在画地が売買により所有権移転がされた場合  

 指定空き家所在画地が住宅特例の適用を受けることとなった場合  

 指定空き家所在画地の所有者以外の者が、建物又は工作物等を建築又は設置

等した場合  

 指定空き家所在画地を利用して何らかの収入を得ることとなった場合  

 その他、市長が減免を終了すべきと認めた場合  

２ 前項の画地を構成する土地の一部については、筆を単位として算定するものと

し、一部分でも利用されている筆は減免対象から除外する。  

 （減免額の算出方法）  

第７条 第５条の規定による各年度における減免の額は、各年度における固定資産

税額の８０％に相当する額とする。  

 （都市計画税の減免）  

第８条 指定空き家所在画地が都市計画法（昭和４ ３年法律第１ ０ ０号）第７条第１項

に規定する市街化区域に存在する場合は、当該指定空き家所在画地に係る都市計

画税について本要綱を準用する。  

附 則（平成 ３ ０ 年藤枝市告示第 ６ ５ 号  H30.3.30）  

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。  

附 則  

この告示は、令和６年３月３１日から施行する。  


